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東日本大震災復興特別区域法（制定※時）の制度設計の概要

復興特区の制度設計の考え方

１．これまでに経験のない未曾有の被害
前例や既存の枠組みにとらわれず、

地域限定で思い切った措置

２．被災状況や復興の方向性が地域によりさまざま
地域の創意工夫を生かした
オーダーメードの仕組み

３．地方公共団体の負担軽減、迅速な対応が必要
規制・手続の特例や税・財政・金融
上の特例をワンストップで適用

復興特区の制度設計のポイント

１．震災により一定の被害を生じた区域（２２７市町村の区域）を特定被災区域として設定。

２．特定被災区域において、自らの被災状況や復興の方向性に合致し、活用可能な特例を選び取る。

３．地域の提案により新たな特例を追加・拡充することができる仕組みを導入。
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令和３年度以降を見据えた復興政策に関する検討等の経過

●東日本大震災 復興加速化のための第８次提言 ～新たな復興の道筋について～
（令和元年８月５日 自由民主党・公明党）（抄）

Ⅱ．地震・津波被災地域の復興の「総仕上げ」
３ 産業・なりわいの再生
○ 津波被害が甚大な地域には、人口や働く場等の減少が著しいにもかかわらず、区画整理事業等による基盤整備
に時間を要し、企業立地等が進んでいない地域が残ると見込まれることから、復興特区法の見直しにより、対象
地域を重点化した上で、復興特区税制の適用期限を適切に延長することについて検討すること。

Ⅲ．共通課題
３ 復興・創生期間後の復興を支える仕組み
（１）財源・制度のあり方
○ 復興特区法に基づく規制等の特例については、これまでの復興状況等を踏まえ、自治体ニーズ、必要となる事業
の見込みも考慮しつつ、対象地域を重点化する方向で見直しを行うこと。

【与党からの提言】

【政府部内における検討】

●「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年12月20日閣議決定）（抄）

Ⅱ．「復興・創生期間」後の基本方針
２．復興を支える仕組み
（２）法制度
①東日本大震災復興特別区域法
・ 規制の特例、復興整備計画、金融の特例について、これまでの復興状況や必要となる事業の見込みも考慮しつつ、
対象地域を重点化した上で、必要な支援を継続する。
・ 復興特区税制について、津波被害が甚大な地域には、人口や働く場等の減少が著しいにもかかわらず、区画整理
事業等による基盤整備に時間を要し、企業立地等が進んでいない地域が残ると見込まれることから、著しい被害を
受けた地域が引き続き、着実に産業復興に取り組めるよう、東日本大震災復興特別区域法を改正し、対象地域
を重点化した上で、適用期限の延長等を行うことについて検討する。……（以下略）……。

復興推進委員会に置かれたＷＧの報告を踏まえ、「復興・創生期間」後の基本方針を閣議決定。

4



○ 地域の創意工夫により、地域限定で思い切った措置
○ 被災自治体の負担を極力減らし、迅速な対応を可能と
するため、各種特例をワンストップで適用

制度の趣旨

計画に位置付けた特例措
置により、復興の円滑かつ
迅速な推進に貢献

○ 目的
居住の安定や雇用機会の確保、

産業の活性化など
○ 主体

市町村等が作成（総理認定）

○ 規制の特例
用途地域における建築制限の緩

和など

○ 税制の特例
復興産業集積区域では、雇用機

会の確保のため、事業者の所得税
等の一定割合を軽減

○ 金融（利子補給）の特例
復興の中核となる民間事業への

支援(５年間､0.7％以内)

１．復興推進計画

○ 目的
市街地の整備、農業生産の基盤

整備など

○ 主体
市町村等が作成

○ 許可の基準緩和
市街化調整区域における開発行

為など

○ 許認可の手続き等のワンストッ
プ化
協議会にて関係者同意、計画の

公表により特例の発効

○ 用地確保の円滑化
土地収用手続きの迅速化

２．復興整備計画

○ 目的
著しい被害を受けた地域におけ

る復興事業の実施を財政面で支援

○ 主体
市町村等が作成(総理に提出)

○ ワンストップ化
計画に含まれる全ての事業を

パッケージで支援対象

○ 執行の弾力化、手続の簡素化
事業間の資金の流用が可能。ま

た、変更の手続きが通常の補助金
等よりも簡素化

３．復興交付金事業計画

〇「※特定被災区域（11道県227市町村）」内において、自治体が以下の３つの計画を作成することが可能

※ 特定被災区域…大震災後に都道府
県知事が応急的な救助（避難所及び応急
仮設住宅の供与等）を行った市町村

対象地域を重点化 対象地域を重点化 廃止

対象地域を重点化

改
正

改正 改
正

改正

東日本大震災復興特別区域法の改正※概要（令和３年４月１日施行）
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※ 復興庁設置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第46号）による。



対象となる区域
（３県86市町村）

○ 県又は市町村が、復興推進計画や復興整備計画を新たに作成し、計画に位置付けた特例措置を活用できる区域

（令和２年度まで）（令和３年度以降）

復興推進計画等を作成できる区域（第2期復興・創生期間）
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内閣総理大臣の認定

復興特別区域としての計画作成が
できる地方公共団体の区域

東日本大震災からの復興に向けた取組を重点的に推
進する必要があると認められる区域（86市町村）

特例の追加・充実

国と地方の協議会

・ 地域からの新たな特例
の提案等について協議
・ 県ごとに設置（地域別等
の分科会設置も可能）

・ 現地で開催
・ 復興庁が被災地の立場
に立って運営

復興特別区域基本方針
（閣議決定）

【主な内容】
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進のために政府が着実に実施
すべき地方公共団体に対する支援その他の施策に関する基本的な方針
・ 復興推進計画の認定に関する基本的な事項
・ 復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進に関し政府が講ずべき措置
についての計画
・ その他復興特別区域における復興の円滑かつ迅速な推進に関し必要な事項

等

復興整備計画の作成

市町村が単独又は県と共同して
作成

土地利用の再編に係る事業及び
手続の特例等を受けるための計画

・ 住宅、産業、まちづくり、医療・福祉
等の分野に係る規制、手続の特例
・ 雇用機会の確保等に寄与する税制
上の特例措置
・ 金融上の特例（利子補給金）

計画の公表

土地利用再編のための特例

・事業に必要な許可の特例
・手続のワンストップ処理
・独自の事業制度の活用

・必要に応じ、公聴会、公告、縦覧
・復興整備協議会で協議・同意

復興推進計画の作成

県、市町村が単独又は共同して作成
民間事業者等の提案が可能

個別の規制、手続の特例や税制上の
特例等を受けるための計画

東日本大震災復興特別区域法（令和３年度以降）の枠組み
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復興推進計画の作成

復興推進計画は、個別の規制・手続の特例や税制上の特例等を受けるために、県、市町村
が単独又は共同して作成する計画。民間事業者等からの提案も可能。
国の認定を受けることにより、規制の特例等が適用。

復興推進計画の作成

復興推進計画の申請(復興局へ)

復興推進計画の認定(復興庁)

≪復興推進計画に位置付ける事項≫
・規制の特例措置
・課税の特例等
・復興特区支援利子補給金の支給 等

≪留意事項≫
・計画作成主体と記載事項は、柔軟に設定可能
例①：県が産業集積関係の税制上の特例、市町村が公営住宅の整備等、県と市町村が

分野ごとに役割分担して計画を作成
例②：県が複数市町村の区域についてまとめて計画を作成
例③：複数市町村が共同して計画を作成
例④：計画の一部事項から作成し、その後、計画を拡充・変更

・復興推進計画及び復興整備計画をまとめての作成も可能
・作成している県・市町村の復興計画に復興特区の計画事項の記載も可能
・事前相談も実施

≪計画の概要（記載事項）≫
①復興推進計画の区域、目標、取組内容
②「①」で実施する各特例を適用する復興推進事業の内容、実施主体(見込み
で可)、事業ごとの特別措置の内容
③（特定）復興産業集積区域、復興居住区域等の区域(復興建築物整備事業、
税制の特例適用（※)等、必要な場合のみ)
④「③」で実施する復興推進事業の内容、実施主体（見込みで可）、事業ごとの
特別措置の内容

(※)産業集積関係の税制上の特例を活用する場合には、特定復興産業集積区域の設定が必須。

地域協議会

（設置は任意。ただし一部の特
例等を活用する場合等は必置）

 規制の特例等を活用した事業の実施
 税制の特例を講じる事業者の指定 等

意見聴取

（県・市町村は、関係地方公共
団体及び復興推進事業の実施
主体への意見聴取が必要）

＊計画の認定後の変更は随時可能。

同意手続

（復興庁において、関係行政機
関の長の同意手続を行う）
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① 住宅の確保

・ 公営住宅の被災者への譲渡制限期間を耐用年限の１/４から１/６に短縮

・ 公営住宅の用途廃止等に係る手続の簡素化

② 産業の活性化

・ 食料供給等施設（農林水産物加工・販売施設、バイオマスエネルギー製造施設等）の整備について、

農地転用許可や林地開発許可に係る手続の一元化及び優良農地での整備を可能とする特例

・ 工場立地法及び地域未来投資促進法における緑地規制の特例

・ 仮設店舗等についての都市公園の占用に関する制限の緩和（政令事項）

③ まちづくり

・ 建築基準法における用途制限に係る特例

・ 特別用途地区における建築物整備に係る手続の簡素化

・ バス路線の新設・変更等に係る手続の特例

・ 鉄道ルートの変更に係る手続の特例

１．個別の規制、手続の特例

復興推進計画による規制・手続に関する特例
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④ 医療、福祉等

・ 医療機器製造販売業等の許可基準の緩和（省令事項）

・ 被災地における医療・介護確保のための特例（省令事項）

→病院の医療従事者の配置基準に係る弾力的対応

→病院等以外の者による訪問リハビリ事業所の開設に係る弾力的対応

→介護施設等に対する医師の配置基準等に係る弾力的対応

・ 被災地の薬局等の構造設備基準の特例（省令事項）

⑤ 補助金等により取得した財産を転用する承認手続の特例

１．個別の規制、手続の特例（続き）

２．政令又は省令で規定する特例措置について、政令は施行令、省令は復興庁と
規制所管省庁の共同省令でそれぞれ対応

３．施行令又は復興庁令・主務省令で定めるところにより、政令又は主務省令で
規定された規制のうち地方公共団体の事務に係るものについて、条例での特例
措置を可能とする

復興推進計画による規制・手続に関する特例

◆ 法律規制事項についての新たな規制の特例措置を実現するスキーム
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２．復興推進計画による規制・手続に関する特例措置の詳細
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● 復興推進計画による規制・手続に関する特例の一覧 (p.12）

● 各特例の概要 (p.13)

● 法律規制事項についての新たな規制の特例措置を実現する
スキームのイメージ (p.26)



① 住宅の確保

・ 公営住宅の被災者への譲渡制限期間を耐用年限の１/４から１/６に短縮（p.13）

・ 公営住宅の用途廃止等に係る手続の簡素化（p.14）

② 産業の活性化

・ 食料供給等施設（農林水産物加工・販売施設、バイオマスエネルギー製造施設等）の整備について、

農地転用許可や林地開発許可に係る手続の一元化及び優良農地での整備を可能とする特例（p.15）

・ 工場立地法及び地域未来投資促進法における緑地規制の特例（p.16）

・ 仮設店舗等についての都市公園の占用に関する制限の緩和（政令事項）（p.17）

③ まちづくり

・ 建築基準法における用途制限に係る特例（p.18）

・ 特別用途地区における建築物整備に係る手続の簡素化（p.19）

・ バス路線の新設・変更等に係る手続の特例（p.20）

・ 鉄道ルートの変更に係る手続の特例（p.21）

④ 医療、福祉等

・ 医療機器製造販売業等の許可基準の緩和（省令事項）（p.22）

・ 被災地における医療・介護確保のための特例（省令事項）（p.23）

・ 被災地の薬局等の構造設備基準の特例（省令事項）（p.24）

⑤ 補助金等により取得した財産を転用する承認手続の特例（p.25）

◆ 法律規制事項についての新たな規制の特例措置を実現するスキームのイメージ（p.26）

復興推進計画による規制・手続に関する特例詳細資料
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東日本大震災により甚大な住宅被害を受けた地域において、被災地域の実情を踏まえた公営住宅の
取扱いを可能とする。

○地域住宅計画に基づく事業に
充てることも可能とする

特例措置②

特例措置①

○耐用年限の１／6に期間を短縮

（木造：５年、準耐火：7.5年、耐火：11.7年）

○公営住宅入居者等への譲渡処分要件の緩和

現行制度

（木造：7.5年、準耐火：11.25年、耐火：17.5年）

※公営住宅法第44条第１項

※公営住宅法第44条第２項

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～住宅の確保～

公営住宅等に関する譲渡処分要件の緩和（公営住宅法の特例）

○耐用年限の１／４を経過後、特別な事由が
あるときは入居者等に譲渡することができる※

○譲渡対価は、公営住宅・共同施設の整備、
修繕又は改良へ充てなければならない※

13
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特定地方公共団体が、復興推進計画において復興推進公営住宅等管理等事業を盛り込み、内閣総理大
臣の認定を受けた場合、公営住宅法上の国土交通大臣の承認を受けたものとみなし、手続の簡素化を
図る。

現行制度

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～住宅の確保～

公営住宅等の用途の廃止等に係る手続の簡素化（公営住宅法の特例）

14

特区法２２条

【公営住宅法第44条第３項及び第６項】

①公営住宅等を用途廃止する場合

②公営住宅を社会福祉事業の
グループホーム等に使用させる場合

③公営住宅等を他の地方公共団体に
譲渡する場合

【公営住宅法第45条第１項及び第３項】

【公営住宅法第46条第１項及び第２項】

復興推進公営住宅等管理等事業
（左の①,②,③に関する事業）を定めた

復興推進計画の作成

内閣総理大臣の認定により、
国土交通大臣の承認を受けた

ものとみなす

特 例

手続の簡素化

以下の場合には、国土交通大臣の承認が
必要。また、市町村が申請する場合には、
都道府県知事を経由することが必要。



市町村による復興推進計画の作成等

津波被害を受けた市町村が復興推進計画に食料供
給等施設※整備事業を記載。

※ 農林水産物加工・販売施設、
バイオマスエネルギー関連施設等

復興特別区域内の津波被災地域において、施設用地が限られた被災地の特殊事情に鑑み、他に代替す
る土地がないこと等に配慮しつつ、優良農地であっても転用を許可することとする。また、農地転用、森林
の開発許可手続をワンストップで処理する。

現状と課題

○ 現行の農地制度では、農林
水産業の復興に必要な施設で
あっても、集団農地等の優良農
地の転用は原則不可※となって
いる。

○ 被災地においては、農林水産
関連施設に壊滅的な被害が発
生し、津波リスクの少ない内
陸部の優良農地等への移転を
求めるニーズが存在する。

復興推進計画について内閣総理大臣の認定

○ 認定後、食料供給等施設整備計画（実施主体、
施設の種類・規模、所在、面積等）を策定。

○ 整備計画について知事の同意

特例の内容

○ 施設用地が限られた被災地の特殊事情に鑑み、
他に代替する土地がないことや、周辺の土地の農業
上の利用に配慮しつつ、優良農地であっても転用を
許可。
○ 農地転用、森林の開発許可手続をワンストップ化。

○○加工工場

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～産業の活性化～

食料供給基地の実現に資する食料供給等施設整備に係る特例（農地法及び森林法の特例）
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特区法23条等

※農地法第４条第６項、第５条第２項



地方公共団体が、復興特別区域の復興産業集積区域内で行う「復興産業集積事業（※）」を盛り込ん
だ「復興推進計画」を策定し、内閣総理大臣に申請し認定を受けた場合、「緑地及び環境施設の敷地面
積に占める割合」を、工場立地法及び地域未来投資促進法で定めた準則に代えて、市町村の条例によ
り自由に定めることができる。
（※）復興産業集積事業：雇用確保等が喫緊の課題である「復興産業集積区域」において、製造業等が工場等の新増設を行うことを促進する事業。

内閣総理大臣

現行の準則に代えて、「緑地及び環境施
設の敷地面積に占める割合」を、地域の実

情を踏まえ、市町村の条例で自由に定め
ることが可能。

現行の準則（緑地及び環境施設の敷地面積に占める割合）復興産業集積区域内で行う
復興産業集積事業を定めた
復 興 推 進 計 画 を 策 定

★「市町村の条例」が、下記準則よりも優先★
概 要

申 請

認 定

特定地方公共団体

＜工場立地法で定める準則＞

・環境施設（含む緑地）… ２５％以上

・上記２５％のうちの緑地… ２０％以上

＜工場立地法上で定めることが可能な地域準則＞
・環境施設（含む緑地）… １０％～３５％
・緑地 … ５％～３０％

＜地域未来投資促進法上で定めることが可能な市町村準則＞

・環境施設（含む緑地）… １％～２５％
・緑地 … １％～２０％

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～産業の活性化～

工場立地に係る緑地等規制の緩和（工場立地法及び地域未来投資促進法の特例）
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特区法28条

［工場立地法第４条第１項］

工場立地法
第４条の２第１項

地域未来投資促進法
第９条第１項



東日本大震災からの復興を推進するため、震災により甚大な被害を受け、地域住民の生活に必要な
店舗や事務所等のための土地が不足している区域において、仮設の店舗や事務所等を占用物件（復興
仮設占用物件）として都市公園に設けることを可能とする。

復興推進計画に記載された復興仮設占用物件は、公園管
理者の許可を受けて、占用物件として都市公園に設ける
ことができる。

特例措置

○東日本大震災により甚大な被害を受けた地域では、地域住民の生活に必要な物件又は施設のため
の土地が不足している。

○市街地の復興、整備が行われるまでの間、仮設店舗等の用地として、都市におけるオープンス
ペースである都市公園の利活用が求められているが、公園施設以外で都市公園に設けられる物件
又は施設（占用物件）は、都市公園法において限定列挙されており、それ以外の物件又は施設は
都市公園に設けることができない。［都市公園法第７条、都市公園法施行令第12条第２項］

現状と課題

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～産業の活性化～

仮設店舗等についての都市公園の占用に関する制限の緩和（都市公園法施行令の特例）

内閣総理大臣の認定

仮設店舗等についての都市公園の占用に関する制限緩和

市町村は、仮設店舗等の復興仮設占用物件について、そ
の種類、設置する都市公園の名称・所在地を定めた復興
推進計画を作成

仮設店舗

復興仮設占用物件による
都市公園の占用のイメージ

17

特区法施行令４条



東日本大震災によって壊滅的被害を受けた地域において、復興産業集積区域等における建築物の柔
軟かつ迅速な整備を可能とする用途制限の緩和を実現する。

＜特定行政庁が許可できる場合＞
 各用途地域の指定の目的に反するおそれが
ないと認めた場合等

 公益上やむを得ないと認めた場合
 復興推進計画に定められた基本方針に適合
すると認めた場合

特例措置

想定される事例

被災した商業地域において、水産物の飲食・物販所とともに
水産加工場等の立地を許可し、水産加工物の製造直販をする
水産物関係の産業集積を図る。

商業地域

商業地域に、
産業復興に
資する水産
加工場の立
地を許可

＜特定行政庁が許可できる場合＞
 各用途地域の指定の目的に反するおそれが
ないと認めた場合等

 公益上やむを得ないと認めた場合
［建築基準法第48条］

現行制度

許可の基準の明確化により、
一体的かつ迅速な緩和が可能に

工業専用地域において、被害を受けた自動車の修理や部品製造
工場に併せて、販売店舗や中高層住宅の建築を許可し、工場の
従業員の住居確保と、津波からの避難に資する中高層建築物の
立地を図ることにより、自動車関連産業の集積を図る。

工業専用地域

堤防が整備さ
れた工業専用
地域に店舗や
中高層住居の
立地を許可

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～まちづくり～

用途規制の緩和に係る特例措置（建築基準法の特例）

（本来工場立地不可） （本来住宅立地不可）

18

特区法15条



現行制度

特別用途地区の指定
（都市計画決定）

特別用途地区における緩和の内容
を定めた条例の国土交通大臣承認

特別用途地区内の建築規制を目的
とした条例の制定

（建築基準法第48条第１項～
第13項の制限を緩和するもの）

特例措置

特別用途地区の指定
（都市計画決定）

特別用途地区における
緩和の内容を定めた条
例の国土交通大臣承認

建築基準法第48条第１項～
第13項の制限の緩和を定めた

復興推進計画について
国土交通大臣が同意

復興推進計画で
ワンストップ化!!

特別用途地区内の建築規制
を目的とした条例の制定

地場産業である水産業の
育成のため、
住居系地域において
水産関連工場の立地を
可能とする特別用途地区
を指定

特別用途地区の指定のイメージ

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～まちづくり～

特別用途地区における建築物整備に係る手続の簡素化（建築基準法の特例）

19

東日本大震災によって壊滅的被害を受けた地域において、復興産業集積区域等における建築物の柔軟かつ
迅速な整備を可能とする用途制限の緩和を実現する。

特区法16条

［建築基準法第49条第２項］



【現行制度】

【特例内容】

○ 地方公共団体が作成する復興推進計画において、他のまちづくり関連施策と合わせて一般バスの路線の
新設・変更等について規定された場合には、道路運送法上の認可（届出）の手続を不要とし、手続の簡素
化を図ることとする。

乗合バス事業者

国
土
交
通
大
臣
へ

事
業
計
画
変
更
の

認
可
申
請
（届
出
）

国
土
交
通
大
臣

の
認
可

事

業

開

始

国土交通大臣から、道路管理者・公安委員会
へ意見聴取

関係者への意見聴取

地方公共団体による
復興推進計画の作成開始

国土交通大臣から、
道路管理者・公安
委員会へ意見聴取

関係者への意見聴取

乗合バス事業者の同意

事

業

開

始

国土交通大臣の同意

乗合バス事業者から、
国土交通大臣へ
必要な情報を提供

内
閣
総
理
大
臣
へ

認
定
の
申
請

内
閣
総
理
大
臣
の
認
定

（道
路
運
送
法
の
特
例
適
用
）

○ 乗合バス事業者は、路線の新設・変更等に係る事業計画の変更を行う場合には、道路運送法第15
条の規定により、国土交通大臣へ事業計画の認可申請（届出）を行うことが必要。

○ 一般乗合旅客自動車運送事業（路線バス）に係る路線の新設・変更等を定めた復興推進計画
について、乗合バス事業者の同意を得た上で認定の申請を行い、国土交通大臣の同意の後、内閣
総理大臣の認定を受けた場合には、路線の新設・変更等に係る道路運送法第15条の認可又は届出
の特例が行われたものとみなすこととする。

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～まちづくり～

バス路線の新設・変更等に係る手続の特例（道路運送法の特例）

20

特区法18条



【現行制度】

【特例内容】

○ 地方公共団体が作成する復興推進計画において、他のまちづくり関連施策と合わせて鉄道ルートの変
更等について規定された場合には、鉄道事業法上の認可（届出）の手続を不要とし、他の復興事業と
一体的に鉄道ルートの変更を円滑かつ確実に実施することとする。

鉄道事業者

国
土
交
通
大
臣
へ

事
業
基
本
計
画
変
更

の
認
可
申
請
（届
出
）

国
土
交
通
大
臣

の
認
可

事

業

開

始

鉄
道
事
業
法
の

特
例
適
用

事

業

開

始

国土交通大臣の同意

鉄道事業者から、国土交通
大臣へ必要な情報を提供

内
閣
総
理
大
臣
へ

認
定
の
申
請

内
閣
総
理
大
臣
の

認
定

○ 鉄道事業者は、事業基本計画の記載事項である駅の位置・名称の変更を行う場合には、鉄道事業
法第７条の規定により、国土交通大臣へ事業基本計画変更の認可申請（届出）を行うことが必要。

○ 鉄道ルートの変更に関する事業が定められた復興推進計画について、当該事業の内容として記載
された変更後の駅の位置及び名称に関し鉄道事業者の同意を得た上で認定の申請を行い、国土交通
大臣の同意の後、内閣総理大臣の認定を受けた場合には、鉄道事業法第７条の認可を受け、又は届
出をしたものとみなすこととする。

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～まちづくり～

鉄道ルートの変更に係る手続の特例（鉄道事業法の特例）

地方公共団体による
復興推進計画の作成開始

鉄道事業者の同意
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復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～医療、福祉等～

医療機器製造販売業等の許可基準の緩和（医薬品医療機器法施行規則の特例注）

【現行の規定】
医薬品医療機器法において、医療機器の製造販売業者は「医療機器等総括製造販売責
任者」を、製造業者は「医療機器責任技術者」を置かなければならないとされており、それ
らの資格要件の一つとして、実務経験の要件（３年）※が定められている。

【特例を設ける必要性】
被災地の産業を創出するために、医療機器の製造拠点を誘致することが必要。

【特例の内容】

医療機器等総括製造販売責任者等の資格要件の一つである実務経験の要件（３年）に
関する基準については、県が復興推進計画に定める基準（品質管理上、保健衛生上等
の観点から現行の基準に相当する基準）を適用することとする。

22

注） 厚生労働省関係東日本大震災復興特別区域法第二条第四項に規定する省令の
特例に関する措置及びその適用を受ける復興推進事業を定める命令第２条等

※ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則
第114条の49第１項第２号・第２項第２号及び第114条の52第1項第２号・第２項第２号



（サービスの提供に
ICTを活用）

老人保健施設

地域医療支援病院、
２次救急病院等
（日常生活圏域外）

病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院以外でも
訪問リハビリを行う事業所の設置が可能。また、外部の医
療機関等との連携を条件に、医師の配置を緩和。

医師応援

在宅支援診療所等
＜２４時間の在宅医療ニーズに対応＞

医師応援

医師応援

日常生活圏域

○病院の医療従事者の配置基準に関する弾力的
対応を可能とする。
・地域の実情に応じ妥当な計算方法により計算

・他の医療機関との連携等を条件に、医師の配置
を緩和。病院

連携

訪問リハビリ
事業所

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～医療、福祉等～

被災地における医療・介護確保のための特例（医療法施行規則等の特例注）

注） 厚生労働省関係東日本大震災復興特別区域法第二条第四項
に規定する省令の特例に関する措置及びその適用を受ける復興推
進事業を定める命令第１条及び第６条から第９条まで

※ 医療法施行規則第19条第５項及び第50条の特例

※ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第76条
第１項第１号及び第77条第１項の特例
※ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護
予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
準第79条第第１項第１号及び第80条第１項の特例

※ 介護老人保健施設の人員、施
設及び設備並びに運営に関する
基準第２条第１項第１号の特例

介護老人福祉施設・

特別養護老人ホーム

外部の医療機関等との連携を条
件に、医師の配置を緩和。

※ 指定地域密着型サービスの事業の
人員、設備及び運営に関する基準第
131条第１項の特例
※ 指定介護老人福祉施設の人員、設
備及び運営に関する基準第２条第１項
の特例
※ 特別養護老人ホームの設備及び運
営に関する基準第12条第１項又は第
56条第１項の特例

24時間地域巡回型訪問ｻｰﾋﾞｽ
（訪問看護を含む）

外部の医療機関との連携を
条件に、医師管理者や常勤
医師の配置を緩和。
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【現行の規定】
薬局等構造設備規則では、薬局の店舗面積は19.8㎡以上とされて
いる。また、一般用医薬品のみを販売する店舗の面積は13.2㎡以
上とされている。

【特例を設ける必要性】

東日本大震災で、薬局等が甚大な被害を受けたことにより、住民
への医薬品の提供が困難な地域がいまだ存在する。
被災地の住民が少しでも身近なところで医薬品を入手できることは、
保健衛生上重要。

【被災地のニーズ】

被災地の薬局や一般用医薬品のみを販売する店舗の面積が基準を満たさない場合でも、
薬局等を開設できるよう、薬局等構造設備規則の緩和が求められている。

【特例の内容】

○ 面積が基準を満たさない場合でも、保健衛生上支障を生ずるおそれがないと認め
たものについては、県が薬局等の開設許可を与えることができるよう特例的な措置を
講じ、被災地の薬局等の設置の支援を行う。

復興推進計画による規制・手続の特例措置 ～医療、福祉等～

被災地の薬局等の構造設備基準の特例（薬局等構造設備規則の特例注）
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注） 厚生労働省関係東日本大震災復興特別区域法第二条第四項に規定する省令の特例に関する措置
及びその適用を受ける復興推進事業を定める命令第４条等

【薬局等構造設備規則第１条第１項第４号、第２条第４号】
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地
方
公
共
団
体

補
助
金
等
所
管
省
庁

補助金等適正化法の特例が無い場合

①補助財産の転用の承認申請

補助金等により取得した財産を補助金等の交付目的以外に使用等すること（補助財産の転用）について、
復興推進計画の認定を受けた場合には、その認定を受けたことをもって、補助金等適正化法第22条に規定
する各省各庁の長の承認を受けたものとみなす。

地
方
公
共
団
体

補助金等適正化法の特例による手続

復
興
庁

④復興推進計画
の認定

①復興推進計画
の認定申請

補助財産の転用の承認

補助金等所管省庁
における承認基準
に照らして判断

②補助財産の転用の承認

③同意

②協議

復
興
庁

①復興推進計画の認定申請

②復興推進計画の認定

○補助金等所管省庁の同意の上で補助財産の転用
が位置付けられた計画の認定を受けた場合

○復興推進計画の認定を補助財産の転用の承認
とみなすことにより手続の重複を排除。

補
助
金
等
所
管
省
庁

補助金等所管省庁における
承認基準に照らして判断

○復興推進計画に位置付けられた事業の実施
に併せて補助財産の転用をする場合

○補助財産の転用の承認と復興推進計画の認定
がそれぞれ必要であるため手続が重複。

(参
考)

復興推進計画による規制・手続の特例措置

補助金等により取得した財産を転用する承認手続の特例（補助金等適正化法の特例）
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特区法45条
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法律規制事項についての新たな規制の特例措置を実現するスキームのイメージ

特
定
地
方
公
共
団
体

国
と
地
方
の
協
議
会

関係
行政機関

法令適用事前確認手続
（ノーアクションレター）

（法４条８項）

内閣総理大臣に対して
新たな特例措置の提案

（法11条１項）

国会

衆議院

復興特別委員会

参議院

復興特別委員会

協議成立

復興特別意見書

国会に対して
意見書を提出

（法11条８項）

協議の結果を
国会に報告

（法12条10項）

復興特別意見書・報告
を受けた法制上の措置

（法11条９項・
12条11項）

協議結果（提案）の尊重
（法12条８項前段）

議員立法
の提出

内閣総理大臣
による

閣法の提出・
政省令の制定

法12条８項後段

（法律の範囲内で）

新たな条例制定

成立した新規立法
を踏まえて



３．復興推進計画による税制上・金融上の特例措置の詳細

27

● 復興特区における税制及び減収補填の特例措置（p.28）

● 機械等に係る特別償却又は税額控除（p.29）

● 被災雇用者等を雇用した場合の税額控除（p.30）

● 新規立地促進税制（p.31）

● 研究開発税制の特例等（p.32）

● 地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置（p.33）

● 復興特区支援利子補給金（p.34）



※１ 税額控除は、税額の20％が限度。
但し、４年間の繰り越しが可能。

特別償却
又は

税額控除
（法37条）

（１）被災地の雇用機会の確保のための税制上の特例措置

選択
適用

新設法人の再投資等準備金積立額の
損金算入（指定後５年間、所得金額を限度）

再投資等した場合には即時償却
（再投資等準備金残高を限度）

い
ず
れ
か
選
択
適
用

法人税等の
特別控除
(法38条)

※２ 指定後５年間、税額の20％が限度。

指定を受ける際の投資規模要件

大企業 中小企業者等

初年度
３億円

①初年度３千万円又は
②最大３年間で５千万円

復興特区における税制及び減収補塡の特例措置

新規立地
促進税制
(法40条)

特別償却
取得等時期

資産等区分
R3.4.1～R6.3.31

機械装置 50％

建物等 25％

税額控除（※１)
取得等時期

資産等区分
R3.4.1～R6.3.31

機械装置 15％

建物等 ８％

雇用等している被災者に対する給与等支給額の税額控除（※２）

指定日 R3.4.1～R6.3.31

控除率 10％

特定復興産業集積区域内において、雇用機会の確保に寄与する事業を行う個人事業者又は法人を対象とした以下の措置。

研究開発
税制(法39条)

開発研究用資産について取得価額の50％
（中小企業者等（※３）以外は34％）を特別償却

左記開発研究用資産の償却費の
一部を税額控除

※３ 租税特別措置法第42条の４第19項
第７号に規定する中小企業者又は同
項第９号に規定する農業協同組合等。

（２）地方公共団体の地方税に係る課税免除又は不均一課税による減収に対する補塡措置(法43条) 

特定復興産業集積区域内における（１）の地域の雇用機会の確保に寄与する事業に係る事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免除又は不

均一課税を行った場合の地方公共団体の減収に対し、震災復興特別交付税により補塡。（事業税・固定資産税は投資から５年）

取得等時期 R3.4.1～R6.3.31

減収補塡の上限額 10/10

※ 復興特区法に規定する特定復興産業
集積区域の区域内に限る。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業
集積区域の区域内に限る。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業
集積区域の区域内に限る。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。 28



特定復興産業集積区域における機械等に係る特別償却又は税額控除 特区法37条

特別償却・税額控除の率（特別償却と税額控除は選択適用）

取得等時期

資産等区分

特別償却 税額控除

R3.4.1～R6.3.31 R3.4.1～R6.3.31

機械・装置 50％ 15％

建物・構築物 25％ ８％

令和６年３月31日までの間に、指定を受けた個人事業者又は法人（※１）が特定復興産業集積区域に

おいて取得等した事業用設備等について、特別償却又は税額控除ができる。

○ 機械・装置 ：取得価額の50％の特別償却、15％の税額控除（※２）

○ 建物・構築物 ：取得価額の25％の特別償却、８％の税額控除（※２）

○ 建築物整備事業の対象資産要件（（１）又は（２）のいずれか）

※ 本特例措置＜法37条＞、被災者雇用の特別控除＜法38条＞、新規立地促進税制＜法人のみ、法40条＞はいずれかの選択適用

（１） 耐火建築物であること、かつ、次のいずれかを満た
すこと

・延べ面積 1,500㎡以上
・地上階数３以上・屋上広場
・公共施設用土地面積割合 100分の30以上
・利便増進施設の整備費用額 5,000万円以上

（２） 「まちなか再生計画」に位置付けられた賃貸用建築物
であること（非耐火建築物であっても可）、かつ、次のい
ずれかを満たすこと

・延べ面積 750㎡以上
・公共施設用土地面積割合 100分の30以上
・利便増進施設の整備費用額 2,500万円以上

＜平成28年度税制改正で追加＞

（※１） 東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域における雇用
機会の確保に寄与する事業等を行う者として指定を受けた個人事業者又は法人。

（※２） 当期の税額の20％相当額を限度。なお、20％相当額を超えた部分の金額については、４年間、繰越控除できる。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業
集積区域の区域内に限る。

※令和３年度以降、特定復興産業集積区域の対象外となる区域において、本特例措置の対象となる設備を令和２年度末までに事業の用に供することができない場合等
でも、新型コロナウイルス感染症の影響によって設備導入が遅れたことなど、一定の要件を満たす場合には、従前の特例を令和５年度末まで適用することが可能。

29



特定復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例

令和６年３月31日までに指定を受けた個人事業者又は法人（※１）が、指定を受けた日から５年の

間の特定復興産業集積区域内の事業所における被災雇用者等（※２）に対する給与等支給額の

10％（※３）を税額の20％を限度として控除できる。

（※１）東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域における
雇用機会の確保に寄与する事業を行う者として指定を受けた個人事業者又は法人。

（※２）雇用されている被災者。被災者とは次のいずれかの者。
① 平成23年３月11日時点で特定被災区域内の事業所で勤務していた者
② 平成23年３月11日時点で特定被災区域内に居住していた者

税額の20％を限度

×10％（※３）

法
人
税
額

納税額

※

個
人
事
業
者
の
場
合
は
所
得
税
額

被災雇用者等
に対する

給与等支給額

相当する額を
税額控除

特区法38条

R3.4.1～R6.3.31

控除率 10％

（※３）控除率は下表のとおり

※ 本特例措置＜法38条＞、機械等に係る特別償却等＜法37条＞、新規立地促進税制＜法人のみ、法40条＞はいずれかの選択適用。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。
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(１) 令和６年３月31日までの間に指定(※１）を受けた特定復興産業集積区域(※２）内に本店を有する法人
（復興推進計画認定日以降に設立）が、指定の日から同日以後５年が経過する日までの期間内の日を
含む各事業年度において、所得金額を限度として再投資等準備金として積み立てたときは、その積立
額を損金の額に算入できる。

(２) 特定復興産業集積区域(※２）内で機械又は建物等に再投資等を行った事業年度において、準備金
残高を限度に即時償却できる。（なお、準備金の取崩し期間は５年間。）
（※１）指定を受ける際の主な要件

特定復興産業集積区域における新規立地促進税制

指定を受ける際の投資規模要件 Ｈ28税制改正前（H28.３.31以前指定） Ｈ28税制改正後（Ｈ28.４.１以降指定）

大企業
指定を受ける事業年度に３億円

(単年度投資)
同左

中小企業者等
指定を受ける事業年度に３千万円

(単年度投資)
最大３事業年度内で５千万円でも可（※３）

（複数年度投資）

損
金
算
入

限
度
額

再投資等準備金として積立て（損金算入）

設
備
投
資
額

所
得
の

圧
縮

最長３事業年度以内に５千万円以上⇒再投資等準備金が積立可能に

（１） 投資段階

※本特例措置＜法人のみ、法40条＞、機械等に係る特別償却等＜法37条＞、被災者雇用の特別控除＜法38条＞はいずれかの選択適用。

再投資等
準備金

積立可能期間：（６―（Ｎ―１））事業年度
Ｎ：投資期間（事業年度）

特区法40条

（※３） 単年度投資の要件を満たしていない場合であっても、
指定日を含む事業年度開始の日から３年間で5,000万円以
上の投資をしている場合には、その投資額の累計が5,000
万円に達した事業年度以後に適用可能

① 特定復興産業集積区域を規定する復興推進計画の認定の日以後に設立されたこと（法第40条第１項）
② 特定復興産業集積区域内に本店を有すること（規則第17条第１項第１号）
③ 認定復興推進計画に記載された事業のみを行う法人であること（規則第17条第１項第１号）
④ 積立てを行う事業年度において特定復興産業集積区域外に事業所等を保有しないこと（規則第17条第１項第２号）
ただし、以下の要件等を満たす事業所は、本店のある特定復興産業集積区域外へ設置することが可能（規則第17条第１項第10号）【Ｈ26税制改正対応】

（イ）法人の主たる業務以外の業務を行う事業所であること
（ロ）その事業所の業務を行う従業員数の合計が、法人の常時使用全従業員数の30％又は２人のいずれか多い人数以下であること

⑤ 被災者を５人以上雇用し、かつ、給与等支給額の総額が1,000万円以上であること（規則第17条第１項第４号・第５号）
⑥ 【Ｈ28税制改正対応】指定を受ける際の投資規模要件（規則第17条第１項第３号）

（２） 再投資段階

設
備
投
資

（
再
投
資
）

再投資等準備金は、機械又は建物等に再投資を行った事業年度において再投資等のための支出
額と同額を益金に算入（再投資を行った機械又は建物等は、準備金の範囲で即時償却）
※再投資をしない場合は以下の期間で益金算入
指定の日以後10年が経過した日を含む事業年度（基準年度）以後の各事業年度の準備金残高の５分の１（平成28年３月
31日以前に指定を受けた法人にあっては10分の１）

取崩し

購入資金即時償却

（中小企業者等の例）

再
投
資
等
準
備
金

(※２) 復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内。
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特定復興産業集積区域における研究開発税制の特例等 特区法39条

(１) 令和６年３月31日までの間に特定復興産業集積区域において、指定を受けた個人事業
者又は法人（※１）が取得等した開発研究用減価償却資産について、普通償却限度額に加え、
取得価額の50％（中小企業者等（※２）に限る。それ以外は34％）まで特別償却ができる。

(２) (１)の対象となる開発研究用減価償却資産の償却費について、研究開発税制の特別試
験研究費とみなして、税額控除の適用ができる（※３）。

（１） 減価償却 （２） 研究開発税制の特例

＋
特別
償却
50％
(※４)

普通償却

償
却
費

（※１）東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域における雇用機会の確保に寄与する事業を行う者と
して指定を受けた個人事業者又は法人。

（※２）租税特別措置法第42条の４第19項第７号に規定する中小企業者又は同項第９号に規定する農業協同組合等。
（※３）大学等との共同研究の特別試験研究費がある場合は当該研究費の30％、ベンチャー等との共同研究の特別試験研究費がある場合は当該研究費の25％を税

額控除（法人税額の10％を上限）。
（※４）中小企業者等（※２）に限る。中小企業者等（※２）以外は34％。
（※５）対売上高試験研究費割合が10％超の場合若しくは、中小企業者等においては、前三カ年の試験研究費の平均に対して9.4%試験研究費を増加させている場合
（※６）コロナ前（2020年1月より前に終了する事業年度）と比較し、①.売上が2％以上減少しているにも関わらず、②試験研究費を増加させる場合は30％。

なお、研究開発ベンチャー（設立10年以内で、翌事業年度に繰越される欠損金があること等の要件を満たすもの）の場合は40％。

税額控除の上限

法人税額
10％まで

法人税額
10％まで

法人税額
25％まで
（※６）

上乗措置
（※５）

一般型
（大企業）
or

中小企業基盤強化税制
（中小企業者等）

特別試験研究費

税額控除率

通 常 ：２～14％
中小企業者等 ：12～17％

大学等との共同研究 ：30％
ベンチャー等との共同研究 ：25％
その他の者との共同研究等 ：20％

※令和３年度以降、特定復興産業集積区域の対象外となる区域において、本特例措置の対象となる設備を令和２年度末までに事業の用に供することができない場合等
でも、新型コロナウイルス感染症の影響によって設備導入が遅れたことなど、一定の要件を満たす場合には、従前の特例を令和５年度末まで適用することが可能。

※ 復興特区法に規定する特定復興産業
集積区域の区域内に限る。
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特定復興産業集積区域における地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 特区法43条

＜制度の概要＞

①の事業者が実施した②の事業に係る③の税目について、課税免除又は不均一課税した場合の地方
公共団体の減収額を④に基づき震災復興特別交付税の算定の基礎に算入。（※１）

特定復興産業集積区域の
区域内で投資した事業者の

①事業税
②不動産取得税
③固定資産税

が対象

本来の税収 条例により課税免除等した場合の税収

減収額を震災復興特別
交付税により補塡
（総務省令で規定）

地方公共団体が対象事業者に対し、条例で課税免除又は不均一課税を行った場合、当該
地方公共団体の減収に対して、令和５年度まで震災復興特別交付税により補塡する措置。

＜震災復興特別交付税による減収補塡措置のイメージ＞

①対象事業者 令和５年度末までに認定地方公共団体から復興特区法の指定（※２）を受けた個人事業者又は法人

②対象事業 令和５年度末までに復興特区法の課税の特例の適用を受ける施設又は設備の新設又は増設（※３）

③対象税目 事業税、不動産取得税、固定資産税

④補てんの上限 10/10

（※１） 事業税又は固定資産税の減収額は、最初の年度以降５ヵ年度分を対象。
（※２） 機械等に係る特別償却等<法37条>、研究開発税制<法39条>、新規立地促進税制<法40条>に係る指定
（※３） 復興庁設置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第46号）による改正後の復興特区法に規定する特定復興産業

集積区域の区域内に限る。
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４（１）①「復興特区制度」の創設

地域が主体となった復興を強力に支援するため、

経済的支援などの被災地からの提案を一元的かつ

迅速に実現する復興特区制度を創設する。

具体的には、被災地域の要望を踏まえ、必要とな

る税・財政・金融上の支援を検討する。

東日本大震災からの復興の基本方針

国 指定金
融機関

民間
事業者

⑥利子補給金の支給

③金融機関の指定

①復興推進計画
認定申請

⑦返済

④融資

地方公
共団体②計画の認定

○概要

被災地の復興に向け、復興推進計画を実施する上で中核となる事業に必要な資金の融資に対して利子補給金

を支給することにより、事業の円滑な実施を支援。

○利子補給金の支給期間 ：金融機関が事業の実施者へ最初に貸付けした日から起算して５年間

○利子補給率 ：０．７％以内

○指定金融機関 ：対象となる金融機関は、復興推進協議会の構成員となることが必要。

（復興事業の検討に金融機関が加わることを想定）

事業概要

事業イメージ

⑤利払い

復興特区支援利子補給金 特区法44条
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● 復興整備計画の作成 （p.36）
● 事業実施に必要な許可の基準緩和 （p.37）
● 復興整備計画に基づく開発許可の特例の概要 （p.38）
● 復興整備計画に基づく農地転用の特例の概要 （p.39）
● 事業実施に必要な許可手続のワンストップ化 （p.40）
● 復興一体事業の創設等 （p.41）
● 県営土地改良事業の拡充 （p.42）
● 防災集団移転促進事業の拡充 （p.43）
● 住宅地区改良事業の拡充 （p.44）
● 津波復興拠点整備事業 （p.45）
● 土地収用手続の特例 (p.46)
● 建築行為等の届出・勧告 (p.47)
● 復興整備事業の円滑化のための土地に関する特例 （p.48）
● 環境影響評価手続の特例 （p.49）
● 防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を
行った場合の所有権移転登記の免税措置 （p.50）

● 特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を地方公共団体等へ譲渡
した場合の特別控除（2,000万円） （p.51）

４．復興整備計画と主な特例措置の詳細
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〔主な記載事項〕

被災地の復興のためのまちづくり・地域づくりに関する計画
復興に必要な各種の事業を記載
市町村＊が作成（県と共同して作成することも可能 ）

■ 土地利用方針（計画区域内の土地利用再編の青写真）
■ 復興整備事業（被災地の復興のために必要な事業）

復興整備計画：

復興整備計画の作成

36

【各々の事業に関する特例※】 【共通の特例】

 復興一体事業

 土地区画整理事業

 土地改良事業

 防災集団移転促進事業

 住宅地区改良事業

 津波復興拠点整備事業

 漁港漁場整備事業

 液状化対策事業

 滑動崩落対策事業

 住宅施設の整備事業

 水産加工施設の整備事業 等

津波防災地域づくり法
で創設
（被災地での活用を想定）
（p.45）

これらの事業実施にあたり、

○許可基準の緩和・許可手続のワンストップ
化（p.37～p.40）

○土地収用手続の特例（p.46）
○建築行為等の届出・勧告（p.47）
○復興整備事業円滑化のための土地に関する

特例（p.48）
○環境影響評価手続の特例（p.49）

○都市再生機構（ＵＲ）の受託業務特例
…移転元地の活用推進等に関し、委託を受
けて、ＵＲが復興整備事業の実施を支援

○防災集団移転促進事業の移転元地を利活用
するために土地の交換を行った場合の所有
権移転登記の免税措置（p.50）

○特定住宅被災市町村の区域内にある土地等
を地方公共団体等へ譲渡した場合の特別控
除（2,000万円）（p.51）

･･･ 創設（p.41）

･･･ 拡充（p.41）

･･･ 拡充（p.42）

･･･ 拡充（p.43）

･･･ 拡充（p.44）

･･･

※ いずれも、復興特別区域制度の新設の
際などに特例の創設・拡充等がなされた
もの

＊複数市町村による一部事務組合を設けて作成することも可能



・市街化調整区域の開発行為：限定的に許可
※ 許可対象が限定：農家用住宅、日用品販売店舗 等

現状と課題 特例措置

復興事業のためであれば、特例的に許可

都市計画区域

・農用地区域での農地転用：禁止

事業実施のために必要な許可が得られない

・市街化調整区域のままでも開発を許可

・農用地区域のままでも転用を許可

壊滅的被害

復興事業の実施区域（土地区画整理事業、民間による住宅団地開発事業等）

市街化区域

〔被災前〕

農用地区域
市街化調整区域

事業実施に必要な許可の基準緩和
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津波被災地域等の円滑かつ迅速な復興を支援するため、市街化調整区域における開
発許可の基準を大幅に緩和

＜市街化調整区域における開発許可の特例制度＞

既存制度
［都市計画法第29条等］

特例
［特区法49条４項・50条２項］

手続 ・事業者が申請し、県が許可 ・協議会での協議等により処理
事業者による申請は不要

許可対象
行為

・開発行為は限定的に許可
農家用住宅や日用品販売店舗等のための開発行為

に限って限定的に許可

・新たな住宅地等のための開発行為
であっても特例的に許可

許可基準 ・以下の基準に照らし判断 ・地域の復興等のために必要な開発
行為であれば、以下の基準のみに
照らし判断

①技術基準

②立地基準

○技術基準
地盤の改良、崖面の保護、下水道への接続の確
保など、宅地の安全性等に係る技術的な基準。

市街化抑制のための立地に関する基準。
農家用住宅や日用品販売店舗等に限って許容。

地盤の改良、崖面の保護、下水道への接続の確
保など、宅地の安全性等に係る技術的な基準

復興整備計画に基づく開発許可の特例の概要
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既存制度
農地法第４条及び第５条、

農振法第15条の２

特例
特区法49条１項、２項及び４項・

50条１項及び２項

手続 ・事業者が申請し、県又は指定市町村
が許可

・協議会での協議等により処理
事業者による申請は不要

許可対象
農地

・農用地区域内農地、第一種農地は
転用不可

・農用地区域内農地、第一種農地
であっても特例的に許可

許可基準 ・農地一筆毎に以下の基準に照らし
判断

・一筆毎ではなく、土地利用方針（土
地利用再編の青写真）でもって、以
下の基準に照らし判断

津波被災地域の円滑かつ迅速な復興を支援するため、農地転用手続を大幅に緩和

①復興のため必要かつ適当

②農業の健全な発展に支障を及ぼす
おそれがないもの

①代替する農地の有無

②転用の確実性

③周辺農地の営農条件への影響
等

復興整備計画に基づく農地転用の特例の概要
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イメージ図

事業実施のためには複数の許可が必要
（開発許可、農地転用の許可等）

事業に必要となる複数の許可手続をワン
ストップで処理

協議会での協議・同意

被災市町村

国、学識経験者等
（必要に応じて参加）

被災県

特例措置現状と課題

復興整備協議会

事業に必要な許可手続

• 都市計画法の開発許可
• 農地法の農地転用の許可
• 農用地区域における開発許可
• 保安林の開発許可
• 自然公園法の開発許可 等

許可手続のほか、下記の手続についても、それぞれ、ワンストップで処理可能とする
●都市計画、農用地利用計画等の決定・変更手続

（都市計画区域、都市計画、農業振興地域、農用地利用計画、保安林、漁港区域等）

●事業計画の作成手続
（土地改良事業計画、集団移転促進事業計画、住宅地区改良事業の事業計画、特定漁港漁場整備事業計画）

ワンストップ処理

協議会での協議等を経た場合に
は、事業に必要となる許可が
あったものとして扱う

都市計画法の開発許可が必要

都市計画法の開発許可・農地転用許
可・農用地区域の開発許可が必要

市街化調整区域（都市計画法に基づき指定）

農用地区域（農業地域振興法に基づき指定）

市街化区域（都市計画法に基づき指定）

事業実施区域

事業実施に必要な許可手続のワンストップ化
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・ 農地と集落が混在するエリアが大規模に被災 ・ 土地区画整理事業と農業基盤整備事業（除塩、
農業用用排水施設の整備等）を一体的に実施

≪施行地区イメージ≫

住宅地と農地が混在

【被災前】 【安全なエリアに住宅を集約】

農地

【土地利用を再編】

切土・盛土等

住宅地

【事業実施後】

地方公共団体は、市街化調整区
域において土地区画整理事業を
施行することができない※

土地区画整理事業の区域要件の緩和

市街化調整区域
においても

甚大な被害が発生

地方公共団体は、市街化調整区域においても
土地区画整理事業を施行できることとする

復興一体事業

安全なエリアへの
換地の申出が可能

特例措置現状と課題

特例措置現状と課題

・ 住民の申出に基づき、安全なエリアに住宅地等
を集約

・ 住宅地を内陸側に移すことが望まれるが、土地区
画整理事業では、原位置での換地が原則

農業基盤整備

【予算措置】都市再生区画整理事業（公共施設等整備、嵩上げ整地等）、
農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農業用用排水施設等の整備）

【予算措置】都市再生区画整理事業（公共施設等整備、嵩上げ整地等）

復興一体事業の創設等
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特区法57条～63条

特区法51条

※ 都市計画法第13条第１項第12号



・ 県営土地改良事業は、原則、農業者申
請を要件として実施。県の発意により
行うことができる事業は限定的。※

① 農業用用排水施設等の新設・変更

② 埋立・干拓

③ 災害復旧

特例措置現状と課題

・ 県の発意により行うことができる事業
として以下の事業を追加。

① 区画整理

② 農用地の造成

③ 客土、暗渠排水

（事業実施前） （事業実施後）

きょ

被災地域の農業の円滑・迅速な復興を図るため、県の発意で行うことができる土地改
良事業の範囲を拡充する。

【予算措置】農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（ほ場整備、農用地開発、農用地の改良又は保全等）

県営土地改良事業の拡充

42

※土地改良法第87条の２第１項

特区法52条



○ 補助限度額の引き上げ（※）、戸当たり限度額
（現行：一般の市町村で1,655万円）の不適用
（交付率３/４）

・本事業は災害が発生した地域等において、住民の居住に適当でないと認められる区域内の住居の集団移転
を支援するもの

・東日本大震災の津波により、被災地域が広域に及び、都市によっては都市機能が喪失するような甚大な被
害が生じているところ

・被災市町村では、被災地域から安全な地域への集団移転を含む復興計画が策定されつつある

被災自治体に対する財政的支援の充実注

① 住宅団地の用地取得・造成費について、移転者等に分譲する場合も分譲価格
（市場価格）を超える部分を補助対象化
② 住宅団地に関連する公益的施設（病院等）の用地取得・造成費の補助対象化
（有償譲渡等の場合は①と同じ取扱い）

多様な用途の立地を可能とする移転への対応

○ 住宅団地の規模要件の緩和（10戸以上→５戸以上）
○ 市町村による移転元の区域内の土地取得要件の緩和

（農地・宅地すべての買取り→住宅用途以外の買取り
は義務としない）

円滑な事業実施への支援注

※ 住宅団地の用地取得造成費：地域の実情に応じた造成費見合いの加算。更に、これを超えた場合でも、個別認定で補助可能に。
移転者の住宅の建設費等については自己負担。借入金の利子相当額補助については421万円→731.8万円に引き上げ（令和４年４月時点）等。

復興特区法に
おいて規定

特例措置（なお、東日本大震災の被災地においては、計画されていた当該事業は全て終了している）

背景

【予算措置】防災集団移転促進事業

防災集団移転促進事業の拡充
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注）
国土交通省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第11条等
防災集団移転促進事業費補助金交付要綱等



・ 事業を施行する「改良地区」は、以下が
要件

・ 「不良住宅」は、法律上「建築物」※２

（土地に定着し、屋根及び壁又は柱を
有する）であることが必要

東日本大震災により基礎等が損壊し、建築物で
なくなった住宅についても、不良住宅とみなす

【施行要件※１】

①地区の面積が0.15ha以上であること

②地区内の不良住宅の戸数が50戸以上であること

③地区内の全住宅に占める不良住宅の割合が８割以上

④地区内の住宅密度が、80戸以上／ha であること

（基礎及び１階部分が崩れた住宅）

特例措置現状と課題

【予算措置】住宅地区改良事業（不良住宅除却、改良住宅の建設等）

東日本大震災により甚大な住宅被害を受けた地域で住宅街の再生を図るため、被災地
の実情を踏まえた弾力的な住宅地区改良事業（不良住宅の除却、従前居住者用住宅
（改良住宅）の建設等）の施行を可能とする

住宅地区改良事業の拡充
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※１ 住宅地区改良法第４条第１項、同法施行令第４条
※２ 住宅地区改良法第２条第４項



＜整備手法の例＞

行政施設
(役所・役場)

集合住宅

医療・福祉施設

住宅・公益系

避難塔

工場

加工施設

倉庫
業務系

港湾エリア

公共団体等 － 全体の用地の取得・造成、道路等の公共施設を整備

民間 － 公共団体から用地の譲渡を受け、上物の整備を実施
－ 公共団体から借地して、上物の整備を実施

住宅・業務・公益等の各種施設を一体的に整備
するための都市計画を決定できることとする
（全面買収方式で整備することを可能に）

特例措置現状と課題

住宅、業務施設、公益的施設（学校・医療施
設・官公庁施設等）等、都市機能全般に甚大な
被害

【予算措置】津波復興拠点整備事業（公共施設等整備、嵩上げ整地等）

学校

津波復興拠点整備事業

※津波防災地域づくり法で創設
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津波防災地域づくりに
関する法律17条



緊急使用の
期間を１年に

・土地収用手続の更なる迅速化 復興整備事業の円滑化・迅速化に寄与

5～49戸の
集団住宅の整備
についても、

都市計画法上の
一団地の住宅施設
とみなすことで、

収用を可能に

収用対象外

50戸未満の
集団住宅の整備

緊急使用の

期間は６月

土地収用法の緊急使用＊

による工事着手の前倒し

３月以内に事業認定
を行う努力義務

土地収用法の
事業認定手続

２月以内に
短縮し

手続を迅速化

損失補償の見積等の
記載や土地調書の
添付が必要

土地収用法の
裁決申請手続

申請時には損失補償の
見積等の記載や土地調書

の添付を不要に

＊50戸未満の防災集団
移転促進事業等も収用
対象とすることが可能に

※用地取得加速化
プログラムで対応
済みの措置

※起業者による土地調書の作成等
と収用委員会による論点整理等を
並行して進めることが可能に

土地収用手続の迅速化※１ 収用適格事業の拡大※２

早期の収用裁決
の努力義務

① ② ③
④

緊急使用は「公共
の利益に著しく支
障を及ぼす場合」
に活用可能

「東日本大震災から
の復興を円滑かつ

迅速に推進すること
が困難」な場合を

要件に明記

緊急使用の
場合の補償金の
供託要件の緩和

＊緊急に事業を施行する必要がある場合に、収用委員会の手続の遅延によって著しく公共の利益に支障を
及ぼすことを免れるため、例外的に裁決前であっても土地の使用を認めるもの

土地収用手続の特例

特例措置

現状

特例措置

現状
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※１ 特区法73条の２、73条の３

［土地収用法第17条等］ ［土地収用法第40条］ ［土地収用法第123条］

※２ 特区法54条の２



復興整備計画の区域

特例措置現状と課題

・ 復興整備事業開始までの間に、事業の実施
区域内で建築行為や開発行為が実施される
と、復興整備事業の妨げになるおそれ

・ 復興整備事業の実施区域における建築行為や
開発行為について、事前届出・勧告の対象と
する（被災市町村が届出対象区域を指定）

・ 届出を受けた市町村長は、届出者に対し必要
な措置をとるべき旨を勧告することができる

復興整備事業の実施に支障となるお
それがある建築行為等は事前に調整

届出対象区域

必
要
な
措
置
を
勧
告

届
出
対
象
区
域
内
の
建

築
行
為
等
の
届
出

届
出
対
象
区
域
の
指
定

被災市町村 行為者 被災市町村

事業実施に支
障となるおそ
れがある場合

復興整備事業の実施区域

建築行為等の届出・勧告
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事業の実施主体による
筆界特定の申請を可能に

・ 土地の境界の明確化により、用地取得が進展

・ 所有者が所在不明の場合を含め、測量、調査が可能に

効果

境界が不明確
現状

課題

特例措置

復興整備事業の円滑化に寄与

・ 境界の明確化が困難な土地が多数発生

・ 行方不明者や避難先が把握できない
遠方への避難者も多数発生

国（国土交通省）による
地籍調査の代行を可能に

地籍調査の実施者

 地方公共団体等に限定※１

 土地の所有者・占有者の

了解が必要

筆界特定制度の申請者

 所有者に限定※２

土地境界の明確化 事業のための測量、調査

津波浸水区域の９割で実施済
しかし、仙台市の進捗率３割

宮古市の進捗率４割
所有者が所在不明の場合は困難

復興整備事業の
妨げになるおそれ

市町村の許可等の手続を経て、
土地への立入り等を可能に

土地への立入り、試掘等が必要

復興整備事業の円滑化のための土地に関する特例
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【特区法56条】 【特区法73条】 【特区法67条】

※１ 国土調査法第２条第１項第３号
※２ 不動産登記法第131条第１項



＜対象事業＞
被災住民の生活再建に不可欠な事業として復興整備
計画に位置づけられる、土地区画整理事業（75ha
以上）、鉄道事業及び軌道事業（7.5ｋｍ以上）

＜対象事業＞
環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業で、道路、
ダム、鉄道、空港、発電所、土地区画整理事業などの
13種類の事業

現状 特例措置

方法書

準備書

評価書

環境影響評価の実施

事業者が通年現地調査を含む
十分な調査・予測・評価・環
境保全対策の検討を行う。

特定評価書

特定環境影響評価の実施

被災した市町村等が主に既存文
献等を活用し、調査・予測・評
価・環境保全措置の検討を行う。

対象事業を実施しようとする事業者が手続を実施
方法書、準備書、評価書の３段階で実施
方法書、準備書段階では国民、地方公共団体が、

評価書段階では国の関与がある。

被災した市町村等が特例手続を実施
方法書、準備書、評価書を集約
国民、地方公共団体、国の関与を集約

復興整備計画に位置付けられた復興整備事業のうち、環境影響評価法の対象事業となる一定の事業に
ついて、迅速な事業着手という復興特区法の趣旨に合わせた形で環境影響評価手続の特例を適用

「復興事業への迅速な着手」と「環境保全」の両立を図る

環境影響評価手続の特例
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公有地

○ 令和８年３月31日までの間に、防災集団移転促進事業により買い取った住宅地等（移転元地）
の集約化及び一体的な利活用を図るため、民有地と公有地を交換する場合に、民有地所有者
に課税される所有権移転登記に対する登録免許税を免税とする。

○ 特例適用までの流れ

○ 被災市町村は、東日本大震災復興特別区域法46条
１項に規定する復興整備計画を作成
・ 同法46条２項４号の復興整備事業として、移転促進区域内
の土地（移転元地）を利用する事業を記載

○ 被災市町村は、復興整備事業の実施区域を同法64
条１項に規定する届出対象区域に指定

復興整備計画の策定及び届出対象区域の指定

○ 復興整備計画に基づく復興整備事業の用に供する
ため、公有地との交換で民有地※を取得

※ 民有地は、届出対象区域内の土地であること

土地の交換の実施

○ 上記交換により公有地を取得した者について、土地
の所有権の移転登記を免税

※ 登記申請書に、上記交換である旨を証明する市町村長の
書類を添付

税制特例の適用

【土地の交換のイメージ】

災害危険区域

民有地

民有地

民有地

高台移転事業

海

移転元地
（公有地）

移転元地
（公有地）

移転元地
（公有地）

復興整備事業の
実施区域

公有地

公有地と
民有地を
交換

⇒所有権
移転登記
に対する

登録免許
税を免税

※ ：交換する公有地は防集事業で取得した土地以外でも可
※※：復興整備事業の実施区域は届出対象区域に指定

防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を
行った場合の所有権移転登記の免税措置 震災特例法40条の３
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○ 令和８年３月31日までの間に、個人等の有する土地等で特定住宅被災市町村※１の区域内に
あるものが、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、地方道路公社又
は土地開発公社が行う東日本大震災からの復興のための事業※２の用に供するために買い取ら
れる場合※３には、譲渡所得から特別控除（2,000万円）が適用できる。

特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を地方公共団体等へ
譲渡した場合の特別控除（2,000万円） 震災特例法11条の５ 等

※１ 東日本大震災により被災市街
地復興特別措置法第２１条に規定
する住宅被災市町村となった市町
村をいう

※２ 復興整備計画に記載された事
業であること等、一定の要件を満
たすものに限る

※３ 事業の用に供する公共事業用
地や代替地用地のために買い取
られる場合が想定

代替地

事業用地

特定住宅被災市町村内
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【特例の対象となる場合のイメージ】

http://www.ac-illust.com/disp_thumb18389.html?PHPSESSID=0cdb2bd5e28eb9efb8eddbf660033c5e

